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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　全体が弾性部材からなり、内視鏡に設けた処置具挿通路の処置具導入口の口金に着脱可
能に装着され、前記処置具導入口の通路より小さい孔径となった絞り通路を設けた栓本体
部と、この栓本体部に折り返し用連結部を介して前記栓本体部に着脱可能でに連結され、
前記絞り通路の延長線位置に処置具が挿入可能であり、常時には相互の接合壁面が密着状
態となり、これら接合壁面間を離間させることにより通路を形成するスリットを設けた開
閉弁部とからなる内視鏡の鉗子栓において、
　前記開閉弁部の外周面に、その全周にわたり、かつ前記接合壁面の厚み方向の大半を含
む幅を持つ円環状溝を形成して、この円環状溝の前記接合壁面の両側と対面する部位を受
圧外壁面となし、
　また前記栓本体部は、前記円環状溝に嵌合され、前記受圧外壁面と対面する部位が平坦
面またはこの円環状溝の溝底部の半径より大径円弧形状の押圧内壁面となり、これら両押
圧内壁面以外が前記溝底部の半径と同じかそれより小さい曲率半径の円弧面となるように
形状変化点を有する突出部が形成されて、この突出部の厚み寸法を、前記開閉弁部に形成
した溝の溝幅より大きくして、前記開閉弁部を前記栓本体部に嵌合させたときに、前記突
出部を厚み方向に圧縮することによって、この開閉弁部を前記栓本体部に対して抜け止め
し、
　前記スリットと直交する方向において、前記両受圧外壁面間の間隔より前記両押圧内壁
面間の間隔の方を狭くし、しかも前記スリットの中間位置が最も間隔が狭くすることによ
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って、前記開閉弁部を前記栓部材に嵌合させると、前記両受圧外壁面と前記両押圧内壁面
との間の部位が圧接されるようにしてシールされ、
　さらに前記受圧外壁面及び押圧内壁面の形成部以外は相互の圧接力が作用しない非作動
面とする
構成としたことを特徴とする内視鏡の鉗子栓。
【請求項２】
　前記開閉弁部を前記栓本体部に装着したときに、前記円環状溝の溝幅を前記スリットの
形成部の肉厚と一致させるように構成したことを特徴とする請求項１記載の内視鏡の鉗子
栓。
【請求項３】
　前記受圧外壁面は、前記スリットの全長乃至それより多少短い範囲に及ぶものであるこ
とを特徴とする請求項１または請求項２記載の内視鏡の鉗子栓。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、医療用等として用いられる内視鏡に設けられ、鉗子その他の処置具を挿通する
ための処置具挿通チャンネルにおいて、処置具導入口の口金に着脱可能に装着される鉗子
栓に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
体腔内に挿入されて、医療検査等を行う内視鏡は、術者等が手で把持して操作を行う本体
操作部に体腔内への挿入部を連設し、さらに本体操作部に光源装置等に着脱可能に接続さ
れるユニバーサルコードを連結して設けることにより大略構成されるものである。挿入部
の先端部には体腔内を照明するための照明部と、この照明部から照射される照明下で体腔
内の検査を行う観察部とを備えている。
【０００３】
例えば、内視鏡による検査の結果、患部等が発見されたときには、所要の処置を行うこと
ができ、また組織細胞のサンプリング等も行えるようにしたものもある。このために、内
視鏡には鉗子その他の処置具を挿通するための処置具挿通チャンネルが設けられる。処置
具挿通チャンネルは、その先端が照明部及び観察部と共に挿入部の先端部に開口している
。一方、処置具の処置具挿通チャンネルへの導入は本体操作部側で行なわれる。このため
に、本体操作部または本体操作部と挿入部との連結部に処置具導入口が形成される。
【０００４】
体腔内の圧力は大気圧より高いため、また処置具挿通チャンネルを吸引通路と兼用するこ
とがある等の点で、処置具導入口を常時開口させておくことはできない。このために、処
置具導入口に口金を設けて鉗子栓を装着して、この処置具導入口を密閉する構成とするの
が一般的である。そして、処置具を使用する場合、鉗子栓を口金から取り外すのではなく
、鉗子栓に開閉弁を設けて、処置具を挿入する際には、この開閉弁を開くようにするのが
一般的である。しかも、処置具挿通チャンネルの内部は使用の都度洗浄しなければならな
いこと等から、鉗子栓は処置具導入口の口金に着脱可能に装着される。
【０００５】
処置具挿通チャンネル内に挿通される処置具としては、例えば鉗子等のように外径の大き
い処置具が挿通されることもあり、またチューブ等の外径の小さい処置具が挿通されるこ
ともある。つまり、処置具挿通チャンネル内に挿通される処置具の太さはまちまちである
。鉗子栓に設けられる開閉弁としては、処置具を挿入しても処置具の周囲を密閉状態に保
持できるようになっているのが理想的である。しかしながら、処置具導入口の口径に近い
ような太い処置具を挿入したときにも、またそれより遥かに細い処置具を挿入したときに
も、完全に密閉性が確保される鉗子栓は未だ開発されてはいない。
【０００６】
従来から知られている鉗子栓としては、処置具導入口の口径より充分小さい孔径を有する
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絞り通路と、処置具導入口の口径とほぼ同じかまたはそれより長いスリットとを形成し、
このスリットは常時においては密着状態となし、もって処置具導入口を密閉状態に保持す
るように構成したものがある。処置具を挿通させる際には、スリットを押し広げるように
するが、細い処置具の場合には、スリットの広がりも小さいので、ほぼ密閉状態に保つこ
とができる。また、太い処置具を挿通させる場合には、スリットは大きく広げられるので
、このスリットは密閉機能を発揮し得なくなる。ただし、スリットに加えて絞り通路を備
えているので、この絞り通路を押し広げるように挿入されることから、太い処置具を使用
する場合にも、処置具導入口は実質的に密閉状態に保持される。その結果、処置具を用い
て体腔内で処置等を施している間に、体液等の汚物が逆流して、術者の手等に付着する等
といった不都合を防止できるようになる。
【０００７】
そして、前述した絞り通路とスリットとを単一の部材に設けて、絞り通路の形成部を口金
に着脱される栓本体となし、またスリットの形成部を開閉弁部として、これら栓本体と開
閉弁部とを連結部で連結する構成となし、栓本体を口金に装着した上で、開閉弁部を栓本
体に装着する構成としたものは、従来から知られている（例えば、特許文献１参照。）。
【０００８】
ここで、栓本体と開閉弁部とは、着脱可能に連結されるものであり、かつ連結状態では気
密状態に保持されていなければならない。このために、特許文献１の構成では、栓本体に
絞り通路の形成部から先端側に突出するように円環状の保持部を形成し、その先端部に内
向きのストッパ用の突出部を形成するようにしており、また開閉弁部には、その本体部に
おけるスリットの形成位置を部分的に含め、それより下方に向けた延在部を連設して、こ
の延在部に外向きの円環状突出部からなるシール部を設けるように構成している。そして
、シール部の外径は栓本体の保持部内面において、絞り通路形成部から突出部までの間を
シール壁として機能させるようになし、シール部をこの内壁に当接させることによって、
気密確保を行うようにしている。
【０００９】
【特許文献１】
実公平４－３４８０２号公報（第２－３頁、第１－第５図）
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、鉗子栓は、特に処置具挿通チャンネルを吸引経路として使用する場合、この処
置具挿通チャンネルの内部を確実に負圧状態となし、かつ吸引物質が処置具導入部から溢
出しないように保持するシール部として機能することから、開閉弁部に形成したスリット
は閉鎖状態、つまりスリットを構成する左右の接合壁面間を密着状態に保持する必要があ
る。スリットには繰り返し処置具が挿通されてその都度開閉されるが、特に太径の鉗子等
を頻繁に挿脱すると、スリットを構成する接合壁面に磨耗や変形が生じてその間の密着性
が低下することになる。鉗子栓を構成する素材のゴム硬度を高くすれば、スリットを構成
する接合壁面の磨耗、変形を抑制することができる。ただし、そうすると接合壁面に対す
る処置具の摺動性が悪くなり、処置具の挿脱操作が困難になってしまう。
【００１１】
処置具の滑り性を良くするために、鉗子栓にシリコンオイルを含浸させることも考えられ
るが、そうするとスリットを構成する接合壁面間に滑りが生じることになる結果、スリッ
トの密閉性が損なわれる。とりわけ、鉗子栓の内外の差圧が大きいときには、スリットが
開いて吸引物質が鉗子栓の外に滲み出す可能性が高くなる。また、鉗子栓の材質として、
例えばＥＰＤＭ，ＳＥＰ等のように、弾性復元力の大きいものを用いることも考えられる
が、処置具の挿入操作性と耐久性との関係から、必ずしもスリットの密閉機能の完全性を
期することができない。
【００１２】
本発明は以上の点に鑑みてなれたものであって、その目的とするところは、処置具の挿脱
を行う際の操作性を低下させることなく、繰り返し処置具を挿脱しても、スリットの密閉
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性を確保でき、鉗子栓の長寿命化を図ることにある。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
　前述した目的を達成するために、本発明は、全体が弾性部材からなり、内視鏡に設けた
処置具挿通路の処置具導入口の口金に着脱可能に装着され、前記処置具導入口の通路より
小さい孔径となった絞り通路を設けた栓本体部と、この栓本体部に折り返し用連結部を介
して前記栓本体部に着脱可能に連結され、前記絞り通路の延長線位置に処置具が挿入可能
であり、常時には相互の接合壁面が密着状態となり、これら接合壁面間を離間させること
により通路を形成するスリットを設けた開閉弁部とからなる内視鏡の鉗子栓であって、前
記開閉弁部の外周面に、その全周にわたり、かつ前記接合壁面の厚み方向の大半を含む幅
を持つ円環状溝を形成して、この円環状溝の前記接合壁面の両側と対面する部位を受圧外
壁面となし、また前記栓本体部は、前記円環状溝に嵌合され、前記受圧外壁面と対面する
部位が平坦面またはこの円環状溝の溝底部の半径より大径円弧形状の押圧内壁面となり、
これら両押圧内壁面以外が前記溝底部の半径と同じかそれより小さい曲率半径の円弧面と
なるように形状変化点を有する突出部が形成されて、この突出部の厚み寸法を、前記開閉
弁部に形成した溝の溝幅より大きくして、前記開閉弁部を前記栓本体部に嵌合させたとき
に、前記突出部を厚み方向に圧縮することによって、この開閉弁部を前記栓本体部に対し
て抜け止めし、前記スリットと直交する方向において、前記両受圧外壁面間の間隔より前
記両押圧内壁面間の間隔の方を狭くし、しかも前記スリットの中間位置が最も間隔が狭く
することによって、前記開閉弁部を前記栓部材に嵌合させると、前記両受圧外壁面と前記
両押圧内壁面との間の部位が圧接されるようにしてシールされ、さらに前記受圧外壁面及
び押圧内壁面の形成部以外は相互の圧接力が作用しない非作動面とする構成としたことを
その特徴とするものである。
【００１４】
鉗子栓は全体が弾性部材で構成される。その材質としては、弾性の度合い、強度、耐薬品
性等の見地から、シリコンゴム等が望ましい。栓本体部と開閉弁部とは、必ずしも一体的
に形成される必要がなく、例えばそれぞれに必要な特性を持たせた部材で形成して、折り
返し用連結部により接着等の手段で連結しても良い。ただし、製造の容易性等の観点から
栓本体、折り返し用連結部及び開閉弁部を一体成型等の手段で形成することができる。
【００１５】
開閉弁部には、常時には密閉状態に保持され、鉗子等の挿通時には開くスリットが設けら
れ、スリットは開閉弁部の厚み方向に貫通するように設けられ、このスリットを構成する
相対向する壁面は接合壁面となり、両接合壁面を密着状態に保持される。スリットの形状
としては、一文字形状または十文字形状等がある。いずれにしろ、スリットは、常時にお
いては、つまり鉗子等が挿通されていない状態では密閉状態となり、かつ処置具挿通チャ
ンネル内に吸引力を作用させて、鉗子栓の外面が臨む大気圧との間に差圧が生じても、ス
リットの密閉性を確保しなければならない。しかも、処置具を挿脱することによって、繰
り返しスリットを開閉して、磨耗や変形等が生じても、スリットの密閉性を保持させる。
【００１６】
このために、スリットを構成する接合壁面が密着する方向に押圧力を作用させる。開閉弁
部は栓本体部内に部分的に嵌合されるが、開閉弁部の外周面には、スリットを形成した部
位とオーバーラップする位置の両側であって、少なくともその厚み方向の大半を含む幅を
持った受圧外壁面が形成される。一方、栓本体部には、それに開閉弁部を嵌合させたとき
に、これら両受圧外壁面に対応する位置に押圧内壁面を形成する。そして、スリットと直
交する方向における両受圧外壁面間の間隔と、両押圧内壁面間の間隔とでは、受圧外壁面
間の間隔は押圧内壁面間の間隔より広くなるように寸法差が設けられる。この寸法差分に
よって、スリットを構成する接合壁面間に密着性を与えるための押圧力が作用する。一方
、スリットの長さは、処置具挿通チャンネル内に挿通される最大径の処置具が通過可能な
寸法とする必要がある。ただし、前述した受圧外壁面と押圧内壁面は必ずしもスリットの
全長に及ぶ必要はなく、その中間位置を含む所定の長さ分を有しておれば良い。
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【００１７】
開閉弁部と栓本体部との嵌合部の全周において、受圧外壁面とそれ以外の部位との間、及
び押圧内壁面とそれ以外の部位との間の双方に形状変化点を設ける必要はない。例えば、
開閉弁部に実質的に円環状の溝を形成し、栓本体部側にも実質的に円環状の突出部を形成
している場合において、溝の溝底部を完全な円環状に形成し、突出部側は、その一部を溝
の溝底部の半径と同じかそれより大きい曲率半径を有する円弧面となし、押圧内壁面とし
て機能する部位を平坦面またはより曲率半径の大きい円弧面とすることができる。従って
、開閉弁部に設けた溝のうち、形状変化点はないが、栓本体部の押圧内壁面と対面する部
位が、この押圧内壁面からの押圧力を受ける受圧外壁面となる。
【００１８】
　スリットが一文字形状の場合には、開閉弁部側の受圧外壁面と、栓本体部側の押圧内壁
面とはそれぞれ一対存在すればよい。一方、縦方向のスリットと横方向のスリットとから
なる十文字形状のスリットを用いる場合には、各方向のスリットにつき、それぞれ一対の
受圧外壁面及び押圧内壁面とを形成する。
【００１９】
　開閉弁部と栓本体部との間の嵌合部は、開閉弁部の抜け止め機能と、シール機能とを発
揮させなければならない。受圧外壁面部と押圧内壁面部との圧接面を含む部位でこれらの
機能を発揮させることもできるが、このシール機能は他の部位で発揮させるように構成す
ることもできる。栓本体部側に設けた突出部と、開閉弁部に設けられ、突出部が嵌合する
溝とにおいて、突出部の厚み寸法を開閉弁部に形成した溝の溝幅より大きくなし、開閉弁
部を栓本体部に嵌合させたときに、突出部の厚みを圧縮変形させることによりシール機能
を発揮させることができる。また、受圧外壁面及び押圧内壁面の形成部以外は相互の圧接
力が作用しない非作動面とする。このように非作動面を設けることにより、受圧外壁面と
押圧内壁面とによるスリットの接合壁面間の圧接力をより強力に発揮させることができる
。
【００２０】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して、本発明の実施の形態について詳細に説明する。まず、図１に内視
鏡の全体構成図を示す。図中において、１は本体操作部、２は挿入部、３はユニバーサル
コードである。挿入部２は、本体操作部１への連結側から大半の長さ分は体腔内の挿入経
路が曲がっている場合に、その曲がり方向に沿って自在に曲がる軟性部２ａとなっており
、この軟性部２ａには、アングル部２ｂ及び先端硬質部２ｃが順次連結されている。先端
硬質部２ｃには内視鏡観察手段を構成する照明部と観察部（共に図示せず）とが設けられ
ており、アングル部２ｂは先端硬質部２ｃを挿入経路に沿ってガイドしたり、かつ先端硬
質部２ｃに設けた内視鏡観察手段の視野を変えたりするために、所望の方向に向けて湾曲
操作できるようになっている。このアングル部２ｃの湾曲操作は本体操作部１に設けたア
ングル操作手段４によって遠隔操作で行なわれる。
【００２１】
内視鏡は前述した内視鏡観察手段によって、体腔内を観察するだけではなく、内視鏡検査
の結果発見された患部に対する処置や組織のサンプリング等も行えるようになっている。
このために、本体操作部１には処置具導入部５が設けられ、この処置具導入部５から先端
硬質部２ｃまでの部位には処置具挿通チャンネル６が設けられており、この処置具挿通チ
ャンネル６の先端は照明部及び観察部等と共に先端硬質部２ｃに開口している。従って、
鉗子その他の処置具を処置具導入部５から処置具挿通チャンネル６に挿通させて、先端硬
質部２ｃから所定の長さ導出させることによって、所望の処置を施すことができるように
なる。
【００２２】
処置具挿通チャンネル６は、また、吸引通路としても利用されるものである。従って、図
示は省略するが、処置具挿通チャンネルは本体操作部１内で処置具導入部５に至る経路と
、本体操作部１からユニバーサルコード３を経て吸引装置に接続される経路とに分岐して
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いる。さらに、本体操作部１には吸引バルブが設けられており、この吸引バルブを操作す
ることによって、処置具挿通チャンネル６と吸引装置との間を連通・遮断できるようにな
っている。
【００２３】
そこで、内視鏡検査が行われる体腔内に体液や汚物が存在していると、吸引バルブを操作
することによって、それらを処置具挿通チャンネル６から吸引通路に排出して、体腔内の
観察条件を良好にする。この状態で、体腔内の検査を行い、その結果患部等が存在すると
、鉗子その他の処置具を処置具導入部５から処置具挿通チャンネル６内に挿入して、適宜
の処置が施されることになる。
【００２４】
以上のことから、処置具導入部５は、少なくとも吸引作業を行っている間は密閉状態に保
持させる必要がある。また、処置具が使用される際には、そのままで処置具を挿入できる
ようになっていなければならない。さらに、処置具挿通チャンネル６の内部は体液等の吸
引物質等で汚損されることから、使用後には、処置具挿通チャンネル６の内部を洗浄しな
ければならない。従って、処置具導入部５には鉗子栓１０が着脱可能に装着されるように
なっており、この鉗子栓１０は常時には密閉状態に保たれ、かつ処置具が挿通できる構造
となっている。
【００２５】
そこで、図２に鉗子栓１０の具体的な構成を示す。同図において、１１は分岐通路を示し
、この分岐通路１１は、図示は省略するが、処置具挿通チャンネル６の接続部と、吸引通
路の接続部と、処置具導入口部１２とが形成されている。処置具導入口部１２には、口金
１３が連結して設けられており、この口金１３に鉗子栓１０が着脱可能に装着されるよう
になっている。このために、口金１３の外周面には円環状の凹部１４が形成され、その先
端部には鉗子栓１０の固定用フランジ部１５が形成されている。
【００２６】
さらに。図３に鉗子栓１０の平面図を、また図４に断面図をそれぞれ示す。これらの図か
ら明らかなように、鉗子栓１０は、全体がゴム等の弾性部材で形成されており、栓本体部
２０と開閉弁部２１とを有し、これら栓本体部２０と開閉弁部２１との間は扁平な帯状の
折り返し用連結部２２により連結されている。
【００２７】
栓本体部２０は全体として概略円筒状の部材からなり、一端側から円環状に内向きに突出
する第１の円環状突出部２３が形成されており、また中間部には中央に絞り通路２４を形
成した隔壁２５が設けられ、さらに他端部には開閉弁部２１の係止部となる第２の円環状
突出部２６が形成されている。そして、第１の円環状突出部２３と隔壁２５との間には第
１の円環状凹部２７が、また隔壁２５と第２の円環状突出部２６との間には第２の円環状
凹部２８が形成されている。また、開閉弁部２１は、本体板２９の端面から突出部３０を
連設したものからなり、この突出部３０には円環状溝３１が形成されており、この円環状
溝３１の両立ち上がり壁によって栓本体部２０の第２の円環状突出部２６を挟持する構成
となっている。
【００２８】
そして、開閉弁部２１の本体板２９における突出部３０の突出方向とは反対側の面には、
概略凹半球形状の処置具ガイド部３２が形成されており、この処置具ガイド部３２の底部
にスリット３３が形成されている。このスリット３３は折り返し用突出部２３の延在方向
に対して直交する方向に所定の長さを有するものである。そして、スリット３３の形成部
分の厚みを調整するために、処置具ガイド部３２とは反対側の面には、スリット３３の長
さを（若しくはそれより若干長い）直径とし、かつ円環状溝３１の形成部の位置乃至それ
にほぼ近い位置までの深さを有する窪み３４が形成されている。さらに、開閉弁部２１に
は、その本体板２９に栓本体部２０に着脱操作をするための開閉操作部３５が折り返し用
連結部２２への連結部とは反対方向に向けて張り出すように設けられている。
【００２９】
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以上のように構成される鉗子栓１０において、栓本体部２０における第１の円環状凹部２
７の部分は、口金１３の固定用突出部１５と係合し、また第１の円環状突出部２３は凹部
１４に嵌入することによって、鉗子栓１０が口金１３に着脱可能に装着される。しかも、
後述するように、鉗子栓１０における開閉弁部２１は栓本体部２０に着脱されるものであ
るから、装着時における栓本体部２０と口金１３との連結強度は、開閉弁部２１の栓本体
部２０への連結強度より大きくなっていなければならない。従って、口金１３の凹部１４
及び固定用突出部１５と、栓本体部２０における第１の円環状突出部２３及び第１の円環
状凹部２７との間の寸法差をある程度大きくして、栓本体部２０の第１の円環状突出部２
３と第１の円環状凹部２７との部位がかなり大きく圧縮変形されるようにして口金１３に
装着される。
【００３０】
前述のようにして栓本体部２０が口金１３に装着された状態で、開閉弁部２１が着脱可能
に装着される。そして、装着状態で安定的に保持し、鉗子等の処置具の挿脱時にみだりに
開閉弁部２１が分離しないように抜け止めする機能を発揮するのは、栓本体部２０の係止
部を構成する第２の円環状突出部２６を、開閉弁部２１における本体板２９とそれと対面
する突出部３０の壁部３０ａとの間に挟持させることによる。このために、図４に示した
ように、第２の円環状突出部２６の厚み寸法Ａ１は本体部２９と突出部３０の壁部３０ａ
との間に形成される円環状溝３１の溝幅寸法Ａ２より大きくなっている。従って、開閉弁
部２１の装着時には第２の円環状突出部２６はある程度圧縮されることになる。
【００３１】
鉗子栓１０は、処置具導入部５において、口金１３の固定用突出部１５の外周部に栓本体
部２０の第１の円環状突出部２３を押し込むようにして装着する。鉗子栓１０は全体が弾
性部材から構成されているので、第１の円環状突出部２３は、弾性変形して内径部分が拡
径することになって、口金１３の固定用突出部１５を乗り越えて、凹部１４内に嵌入する
。これによって、鉗子栓１０が処置具導入部５に固定される。
【００３２】
次に、開閉弁部２１を栓本体部２０に装着する。このために、折り返し用連結部２２をＵ
字状に曲げるようにして、栓本体部２０の第２の円環状突出部２６内に開閉弁部２１の突
出部３０を押し込むようにする。これによって、第２の円環状突出部２６が拡径すると共
に突出部３０の外径が縮径することになる。そして、突出部３０が第２の円環状突出部２
６を乗り越えると、第２の円環状凹部２８内に収容される。この状態では、栓本体部２０
の第２の円環状突出部２６及び開閉弁部２１の突出部３０が相対的に所定の厚み分だけ圧
縮された状態となる。この圧縮分により開閉弁部２１は栓本体部２０に連結した状態に保
持される。しかも、その間の気密性が良好となる。
【００３３】
栓本体部２０を構成する第２の円環状突出部２６は、弾性変形した状態で、その上下から
開閉弁部２１の本体板２９の下面と突出部３０との間に挟持されているので、開閉弁部２
１は栓本体部２０に嵌合した状態でみだりに動かないように、実質的に一体物となるよう
に保持される。従って、開閉弁部２１のスリット３３及び栓本体部２０の絞り通路２４を
介して種々の処置具を挿脱する際に、開閉弁部２１が栓本体２０に対して相対的な動きが
生じることはない。
【００３４】
その結果、先端に把持爪を有する鉗子等のように、腰が強く、しかも外径の大きな処置具
を処置具挿通チャンネル６に挿通させた状態から、急激に処置具導入部５から引き抜くよ
うに操作しても、開閉弁部２１と栓本体部２０との間に相対的な動きが生じることがなく
、第２の円環状突出部２６と円環状溝３１との間の嵌合状態が常に安定的になる。従って
、繰り返し処置具を挿脱しても、この嵌合部に変形等が生じることがなく、開閉弁２１の
栓本体部２０から逸脱するおそれはない。
【００３５】
ここで、鉗子栓１０を処置具導入口部１２における口金１３に装着した状態では、開閉弁
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部２０に設けたスリット３３を構成する両側の接合壁面３３ａ，３３ａ間が相互に確実に
密着していなければならない。しかも、このスリット３３は鉗子その他の処置具を挿通す
る毎に開閉され、かつ処置具は接合壁面３３ａに沿って摺動する。そして、繰り返し処置
具を挿通させると、接合壁面３３ａが磨耗したり、変形したりする。その結果、スリット
３３の接合壁面３３ａ，３３ａ間の密閉性が低下して、その間に隙間が生じることになる
。処置具挿通チャンネル６は吸引通路としても利用され、体内からの吸引物質を吸引する
際には、処置具挿通チャンネル６内を負圧にすることから、スリット３３に密閉性が得ら
れない場合には、吸引物質が鉗子栓１０の外部に滲み出ることになる。
【００３６】
以上のことから、繰り返し処置具を挿通させても、スリット３３を構成する接合壁面３３
ａ，３３ａ間を密閉状態に保持するために、これら接合壁面３３ａ，３３ａを相互に密着
する方向に押圧力を作用させる構成としている。このために、まず開閉弁部２１において
、スリット３３と円環状溝３１との位置がオーバーラップするように、つまり円環状溝３
１の溝幅とスリット３３の形成部の肉厚と一致させている。また、栓本体部２０において
、第２の円環状突出部２６がこの円環状溝３１内に嵌合されたときに、この第２の円環状
突出部２６の内周部の厚みは円環状溝３１の溝幅とほぼ一致する寸法を持たせている。つ
まり、スリット３３、円環状溝３１の溝底部及び第２の円環状突出部２６の内周面は、こ
のスリット３３と直交する方向において、ほぼ同じ幅寸法を有している。
【００３７】
さらに、図５において、実線で示したように、開閉弁部２１における円環状溝３１の溝底
部の一部は受圧外壁面３１ａとして機能する部位を有し、また同図に点線で示したように
、栓本体部２０における第２の円環状突出部２６の内周面には押圧内壁面２６ａが形成さ
れている。これら受圧外壁面３１ａ及び押圧内壁面２６ａは、スリット３３の左右両側に
おいて、その長さＬとほぼ同じか、またはそれより多少短い範囲を有するものである。従
って、受圧外壁面３１ａ及び押圧内壁面２６ａは、スリット３３の左右両側に位置してい
る。
【００３８】
　円環状溝３１の溝底部における受圧外壁面３１ａ，３１ａ間、及び押圧内壁面２６ａ，
２６ａ間の部位は円弧面３１ｂ，２６ｂとなっている。これら円弧面３１ｂ及び２６ｂは
円弧面３１ｂの径を大きくすれば、栓本体部２０に開閉弁部２１を装着したときに、第２
の円環状突出部２６の内周面は円環状溝３１の溝底部に全周にわたり圧接される。ただし
、第２の円環状突出部２６は開閉弁部２１の本体板２９と突出部３０との間で圧縮された
状態にして挟持されて、その間のシール機能を発揮するようになっており、しかも後述す
るように、スリット３３の密着性を高めるために、円環状溝３１の円弧面３１ｂの曲率半
径と、第２の円環状突出部２６の円弧面２６ｂの曲率半径とは、ほぼ同じか、または円弧
面３１ｂの曲率半径の方が僅かに小さくすることによって、これら円弧面３１ｂ，２６ｂ
間は圧接されない非作動面とすることもできる。
【００３９】
図５から明らかなように、第２の円環状突出部２６は、押圧内壁面２６ａは、スリット３
３とほぼ平行な平坦面とするか、または円弧面２６ｂより曲率半径の大きい円弧形状とし
ている。つまり、第２の円環状突出部２６には、押圧内壁面２６ａと円弧面２６ｂとの境
界部に形状変化点が存在している。これに対して、円環状溝３１における受圧外壁面３１
ａと円弧面３１ｂとは同じ曲率半径の円を形成しており、その間で形状変化点は存在しな
い。そして、この円環状溝３１における受圧外壁面３１ａは第２の円環状突出部２６の押
圧内壁面２６ａに対応する部位、つまり押圧内壁面２６ａにより押圧力を受ける部位であ
る。
【００４０】
以上のように構成することによって、スリット３３と直交する方向においては、両側の押
圧内壁面２６ａ間の間隔が両側の受圧外壁面３１ａ間の間隔より大きく、しかもスリット
３３の長さ方向における中間部が最も間隔の差が大きくなる。従って、開閉弁部２１を栓



(9) JP 4247598 B2 2009.4.2

10

20

30

40

50

本体部２０に連結し、栓本体部２０の第２の円環状突出部２６が開閉弁部２１の円環状溝
３１に嵌合すると、押圧内壁面２６ａ間の間隔と受圧外壁面３１ａ間の間隔の差分に応じ
て押圧内壁面２６ａにより受圧外壁面３１ａが押圧力の作用を受けることになり、円環状
溝３１の溝底部において、受圧外壁面３１ａの部位が円弧形状からスリット３３の長さ方
向と平行に近い形状となるように押圧変形されることになる。
【００４１】
その結果、図５に矢印で示したように、スリット３３を構成する接合壁面３３ａ，３３ａ
を両側から密着させる方向の押圧力が作用する。しかも、最も強い押圧力を受けるのは（
図５において、押圧力の強さを矢印の線の長さで表している）、スリット３３の中間部分
であり、このスリット３３の中間部分は、自由状態では最も密着力が劣る部分であること
から、スリット３３の密着性確保の上で極めて有利である。さらに、スリット３３の密着
性をより高めるには、このスリット３３の長さ方向と直交する方向のみに押圧力を与える
必要があり、それ以外の方向、特にスリット３３の長さ方向の押圧力が作用すると、かえ
ってスリット３３を開く傾向となる。そこで、第２の円環状突出部２６における円弧面２
６ｂの内径を円弧状溝３１の円弧面３１ｂの溝底径より僅かに大きくしておけば、前述し
た方向に押圧力が作用することはない。
【００４２】
開閉弁部２１のスリット３３を開いて、処置具を挿脱する際に、処置具がスリット３３を
構成する接合壁面３３ａと摺動することになり、繰り返し処置具を挿脱することによって
、この接合壁面３３ａが磨耗したり、変形したりしても、押圧力による余長分があるので
、接合壁面３３ａ，３３ａ間に密着性、密閉性を確保できる。従って、処置具挿通チャン
ネル６を吸引経路として利用し、この処置具挿通チャンネル６内に負圧吸引力を作用させ
たときに、確実に体内からの吸引を行うことができ、またスリット３３の部位から吸引物
質が滲み出るおそれはない。
【００４３】
ところで、スリット３３の接合壁面３３ａ，３３ａ間の密着力を高めると、吸引時には有
利であるが、処置具を挿入したり、抜き出したりする際の抵抗が大きくなり、処置具の操
作性が悪くなる可能性もある。鉗子栓１０の材質をよりゴム硬度の低いものを使用すれば
、処置具の挿脱操作性が悪化することはない。また、鉗子栓１０を柔軟な部材で形成した
場合には、接合壁面３３ａの磨耗の度合いが大きくなるが、押圧内壁面２６ａ間の間隔と
受圧外壁面３１ａ間の間隔の差分を十分取っておけば、スリット３３の密閉性を長期間確
保でき、耐久性を保持することになる。
【００４４】
而して、栓本体部２０と開閉弁部２１との嵌合部における気密性は、栓本体部２０を構成
する第２の円環状突出部２６を開閉弁部２１の本体板２９と突出部３０との間に弾性変形
させた状態で挟持させることにより取る構成としているが、気密性の確保という点からは
、本体板２９と第２の円環状突出部２６とを全面で当接させなければならないものではな
い。例えば、図６に示したように、栓本体部２０における第２の円環状突出部２６の表面
に円環状に形成した突起４０を設けるようになし、開閉弁部２１を栓本体部２０に装着し
たときに、この突起４０を圧縮変形させるように構成すれば、前述した挟持機能を発揮さ
せることができる。従って、この場合には、第２の円環状突出部２６における厚み寸法は
この突起４０を含めたものとなり、第２の円環状突出部２６そのものの厚みは円環状溝３
１の幅寸法と同じか、またはそれより小さくしても良い。
【００４５】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば、処置具の挿脱を行う際の操作性を低下させること
なく、繰り返し処置具を挿脱してスリットの接合壁面が磨耗、変形したとしても、スリッ
トの接合壁面が圧接される方向に作用する押圧力により、その間の密閉性を確保でき、鉗
子栓の耐久性を向上させることができる等の効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
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【図１】本発明の鉗子栓が装着される内視鏡の一例を示す全体構成図である。
【図２】本発明の実施の一形態である鉗子栓を装着した処置具導入部の断面図である。
【図３】図２の鉗子栓を栓本体部と開閉弁部とを分離した状態を示す平面図である。
【図４】図３のＸ－Ｘ断面図である。
【図５】開閉弁部の円環状溝と栓本体部の第２の円環状突出部との機能関係を示す説明図
である。
【図６】栓本体部と開閉弁部との嵌合部のシール機構の他の構成例を示す図４と同様の断
面図である。
【符号の説明】
１　本体操作部　　　２　挿入部
５　処置具導入部　６　処置具挿通チャンネル
１０　鉗子栓　　　１３　口金
１４　凹部　　　１５　固定用突出部
２０　栓本体部　　　２１　開閉弁部
２２　折り返し用連結部　　　２３　第１の円環状突出部
２４　絞り通路　　　２５　隔壁
２６　第２の円環状突出部　　　２６ａ　押圧内壁面
２６ｂ　円弧面　　　２７　第１の円環状凹部
２８　第２の円環状凹部　　　２９　本体板
３０　突出部　　　３１　円環状溝
３１ａ　受圧外壁面　　　３１ｂ　円弧面
３３　スリット　　　３３ａ　接合壁面

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】



(12) JP 4247598 B2 2009.4.2

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開平０７－１８４８４７（ＪＰ，Ａ）
              実開昭６３－１８８００１（ＪＰ，Ｕ）
              特開２００２－３０６６１０（ＪＰ，Ａ）
              特開昭６３－１３００３８（ＪＰ，Ａ）
              特開２００１－２３１７４８（ＪＰ，Ａ）
              特開平０９－２１５６５８（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              A61B   1/00



专利名称(译) 内窥镜钳插头

公开(公告)号 JP4247598B2 公开(公告)日 2009-04-02

申请号 JP2002308176 申请日 2002-10-23

[标]申请(专利权)人(译) 富士写真光机株式会社

申请(专利权)人(译) 富士摄影光学有限公司

当前申请(专利权)人(译) 富士公司

[标]发明人 秋庭治男

发明人 秋庭 治男

IPC分类号 A61B1/00

CPC分类号 A61B1/00137

FI分类号 A61B1/00.334.B A61B1/018.512

F-TERM分类号 4C061/FF43 4C061/HH23 4C061/HH56 4C061/JJ13 4C161/FF43 4C161/HH23 4C161/HH56 4C161
/JJ13

其他公开文献 JP2004141304A

外部链接 Espacenet

摘要(译)

要解决的问题：通过允许压力作用在狭缝的连接壁表面的压力接触方向
上来确保狭缝的连接壁表面之间的气密密封性，即使狭缝的连接壁表面
被磨损和变形通过重复插入和拉出处理工具而不降低在重复插入和拉出
处理工具时的处理工具的可操作性，并且提高内窥镜的活检阀的耐久
性。 ŽSOLUTION：开关阀部件21安装在活检阀10的活检阀主体部分20
上，但是压力内壁表面26a设置在活检阀主体部件20的第二环形突出部
26和受压外壁表面上当第二环形突起26装配在环形槽31中时，压力接收
外壁表面31a被压力内壁表面26a按压以相互带动31a形成在开关阀部分
21的环形槽31处。狭缝33的连接壁表面33a和33a处于压力接触状态。 Ž

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/46875324-820c-4305-9e23-221ed5b583fd
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/032454384/publication/JP4247598B2?q=JP4247598B2

